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1. 目的 

労働基準法の改正により、建設業については、令和 6 年 4 月 1 日から罰則付

きの時間外労働規制が適用される。また、品確法の改正により、「適正な工期設

定」が発注者の責務として明確に位置付けられた。 

こうした中で、国土交通省直轄土木工事において、率先して適正な工期を設定

するため、本指針を策定する。 

 

 

 

2. 対象工事 

本指針は、国土交通省直轄土木工事（港湾・空港除く）を対象にする。 

ただし、通年維持工事や随意契約を適用する応急復旧工事を除く。 

 

  

本指針にける「適正な工期」とは、設計図書に規定する品質の工事目的物を、

標準的な施工方法（コスト）によって施工する際に必要となる工期のことを

指す。 
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3. 用語の定義 

 工期（または実工期）：契約図書に明示した工事を実施するために要する準

備及び後片付け期間を含めた始期日から終期日までの期間をいう。 

 施工に必要な実日数：種別・細別毎の日当たり施工量と積算数量、施工の諸

条件（施工パーティ数、施工時間など）により算出される実働日数のことを

いう。 

 不稼働日：土日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇（以下「休日」という）、

降雨日、降雪期等の作業不能日（以下「天候等による作業不能日」という）

や現場状況（地形的な特性、地元関係者や関係機関との協議状況、関連工事

等の進捗状況等）により必要な日数（以下「その他の作業不能日」という）

をいう。 

 準備期間：契約上の工事の始期から本体工事（工事目的物を施工するための

工事）や仮設工事（工事の施工及び完成に必要とされる各種の仮工事）の着

手までの期間をいう。 

 後片付け期間：工事の完成に際して、受注者の機器、余剰資材、残骸及び各

種の仮設物を片付けかつ撤去し、現場及び工事にかかる部分の清掃等に要す

る期間をいう。 

 雨休率：休日（土日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇）と天候等による作

業不能日の年間の発生率をいう。 

 余裕期間：契約の締結から工事の始期までの期間をいう。余裕期間内は、受

注者は工事に着手してはならない一方で、主任技術者又は監理技術者等の専

任が不要である。工事着手以外の工事のための準備は、受注者の裁量で行う

ことが出来る。 

 全体工期：余裕期間と実工期を合わせた期間をいう。 
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4. 適正な工期設定 

（1） 工事発注準備段階 

1） 全体工期に含むべき日数・期間の設定 

全体工期に含むべき日数・期間として、以下の日数・期間を適切に設

定する。 

 

① 余裕期間 

余裕期間は、契約ごとに、６ヶ月を超えない範囲内で期間を設定する

ことができる。余裕期間制度については、次の方式があり、いずれかの

方式を原則活用する。なお、ⅲフレックス方式において、受注者が極端

に短い実工期（発注者が想定する実工期よりも 10%以上短い実工期）を

設定しようとする際には、その理由を確認すること。 

 

ⅰ発注者指定方式 

発注者が工事の始期を指定する方法 

 

ⅱ任意着手方式 

発注者が示した工事着手期限までの間で、受注者が工事の始期を選択

する方法 

 

ⅲフレックス方式 

発注者があらかじめ設定した全体工期（余裕期間と工期をあわせた期

間）の内で、受注者が工事の始期と終期を決定する方法 
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② 準備期間 

準備期間は、主たる工種区分ごとに下表に示す期間を最低限必要な日

数とし、工事規模や地域の状況等に応じて設定するものとする。 

工種 準備期間 工種 準備期間 

河川工事 40 日 共同溝等工事 80 日 

河川・道路構造物工事 40 日 トンネル工事 80 日 

海岸工事 40 日 砂防・地すべり等工事 30 日 

道路改良工事 40 日 道路維持工事※1 50 日 

鋼橋架設工事 90 日 河川維持工事※1 30 日 

PC 橋工事 70 日 電線共同溝工事 90 日 

橋梁保全工事 60 日 ダム工事※2 90 日 

舗装工事（新設） 50 日 その他 30 日 

舗装工事（修繕） 60 日   

※1 通年維持工事は除く 

※2 ダム本体工事を含む工事に限る 

 

③ 施工に必要な実日数 

施工に必要な実日数は、毎年度設定される「作業日当たり標準作業量

について」に示す歩掛の作業日当たり標準作業量から当該工事の数量を

施工するのに必要な日数を算出するものとする。 

その際、パーティ数は基本１パーティで設定することとするが、工事

全体の施工の効率性や完成時期などの外的要因も考慮のうえ、パーティ

数を変更して良いものとする。 

 

④ 不稼働日 

不稼働日は、「休日」、「天候等による作業不能日」、「その他の作業不能

日」の合計の日数を設定するものとする。 

 

ⅰ休日 及び ⅱ天候等による作業不能日 

「休日」及び「天候等による作業不能日」は、工事ごとに個別に積み

上げるのではなく、地域ごとの雨休率をもとに設定して良いものとする。 

 

＜雨休率の設定方法＞ 

「休日」は全国共通で、土日、祝日、年末年始休暇（６日）及び夏期

休暇（３日）とするものとする。ただし、社会的要請・自然的制約によ
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り施工を急ぐ必要がある工事1についてはこの限りではない。 

「天候等による作業不能日」は、１日の降雨・降雪量が 10 ㎜/日以上

の日とし、過去５か年の気象庁のデータより地域ごとの年間の平均発生

日数を算出することを基本とする。このほか、暴風等の気象における地

域の実情を考慮しても良い。また、工種や施工時期（季節）に応じて設

定しても良い。 

これらに基づき、「休日」と「天候等による作業不能日」を考慮した雨

休率を設定する。 

 

 

ⅲその他の作業不能日 

「その他の作業不能日」は、工事ごとに次のことを考慮するものとす

る。 

ア）工事の性格の考慮 

工事を行うにあたっては、その工事特有の条件があるが、その条件に

よっては、その条件を考慮した工期設定を行う必要があり、その条件に

伴う日数を必要に応じて加算するものとする。 

イ）地域の実情の考慮 

工事を行う地域によっては、何らかの理由（例：出水期、積雪期、地

域の祭りなど）により施工できない期間等がある場合は、それに伴う日

数を必要に応じて加算するものとする。 

ウ）その他 

上記ア）、イ）以外の事情がある場合は、適切に見込むものとする。 

 

⑤ 後片付け期間 

後片付け期間は、工種区分ごとに大きな差が見受けられないことから、

20 日を最低限必要な日数とし、工事規模や地域の状況等に応じて設定す

るものとする。 

 

2） 「工期設定支援システム」の活用 

原則として「工期設定支援システム2」を活用して工期を設定するとと

                         
1 社会的要請・自然的制約により施工を急ぐ必要がある工事においては、必要

な経費を計上するなどにより、工事従事者が交替により休日が確保できるよう

にし、建設業の働き方改革を阻害しないように留意する。 
2 http://www.mlit.go.jp/tec/tec_tk_000041.html 

H25～H29 の東京における気象データから算出した雨休率：0.7 
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もに、設定した工期の妥当性を確認するものとする。過去の同種・類似

工事の工期と比べて、10％以上乖離している場合は、特に注意し、必要

に応じて工期を見直す。ただし、土木工事においては、その地域や箇所

の特性等から工種や工事金額規模が同じであっても、必ずしも必要な工

期が同じになるとは限らないことに注意するものとする。 

なお、工期設定支援システムが活用できない場合には、別紙「工種区

分の直轄工事費と実工期の相関分布」を参考にして工期の妥当性を確認

して良いものとする。 

 

3） 工期設定の条件明示等 

工期設定に係る条件を設計図書に明示するものとする。 

                         

本システムにおいては、本指針に示す「全体工期に含むべき日数・期間」が考

慮されているほか、過去の同種・類似工事の工期との比較機能により、工期の

妥当性を確認することができるため、適正な工期設定を図ることができる。 
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【特記仕様書の記載例】 

第○条 工期 

＜余裕期間制度（発注者指定方式）に関する記載例＞ 

本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に

建設資材、労働者確保等の準備を行うことができる余裕期間を設定し

た工事である。 

余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を設定することを要しな

い。また、現場に搬入しない資材等の準備を行うことができるが、資

材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行ってはならない。なお、

余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。 

工期：令和○年○月○日から令和○年○月○日まで 

（余裕期間：契約締結日の翌日から令和○年○月○日まで） 

※契約締結後において、余裕期間内に受注者の準備が整った場合

は、監督職員と協議の上、工期に係る契約を変更することにより、

工事に着手することができるものとする。 

なお、低入札価格調査等により、上記の工事の始期以降に契約締結

となった場合には、余裕期間は適用しない。 

 

＜余裕期間制度（任意着手方式）に関する記載例＞ 

本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に

建設資材、労働者確保等の準備を行うことができる余裕期間を設定し

た工事であり、発注者が示した工事着手期限までの間で、受注者は工

事の始期を任意に設定することができる。なお、受注者は契約を締結

するまでの間に、別記様式○により、工事の始期を通知すること。 

余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を設定することを要しな

い。また、現場に搬入しない資材等の準備を行うことができるが、資

材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行ってはならない。なお、

余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うものとする。 

工期：工事の始期から○○日間 

（ただし令和○年○月○日（工事着手期限）までに工事を開始する

こと） 

※契約締結後において、工事の始期の変更が生じた場合は、監督職

員と協議の上、工期に係る契約を変更することにより、工事に着

手することができるものとする。 

なお、低入札価格調査等により、上記の工事着手期限以降に契約締

結となった場合には、余裕期間を設定することはできず、工事着手期

限から●●日間で工事を完了させること。 
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＜余裕期間制度（フレックス方式）に関する記載例＞ 

本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に

建設資材、労働者確保等の準備を行うことができる余裕期間と実工事

期間を合わせた全体工期を設定した工事であり、発注者が示した工事

完了期限までの間で、受注者は工事の始期及び終期を任意に設定でき

る。なお、受注者は契約を締結するまでの間に、別記様式○により、

工事の始期及び終期を通知すること。 

工事の始期までの余裕期間内は、主任技術者又は監理技術者を設定

することを要しない。また、現場に搬入しない資材等の準備を行うこ

とができるが、資材の搬入、仮設物の設置等、工事の着手を行っては

ならない。なお、余裕期間内に行う準備は受注者の責により行うもの

とする。 

全体工期：契約締結日の翌日から令和○年○月○日（工事完了期限）

まで 

※工事完了期限内における工期の変更については、受注者から変更

理由が記載された書面による工期変更協議により変更可能とす

る 

 

＜共通の記載例＞ 

工期には、施工に必要な実日数（実働日数）以外に以下の事項を見

込んでいる。 

準備期間 ○日間 

後片付け期間 ○日間 

雨休率 

※休日と天候等による作業不能日を見込むための係数 

雨休率＝（休日＋天候等による作業不能日）／実働日数 

○.○ 

うち休日（土日、祝日、年末年始休暇及び夏期休暇） ○日間 

その他の作業不能日 ○日間 

Rx.x.x 

～Rx.x.x 

※このほかに特別に見込んでいる日数や特別に工期に影響のある事

項があれば記載する。 

※供用時期等が決まっていることにより、工事の完了時期が決まって

いる場合は、当該条件を記載すること。（例：当該箇所は Rx.x.x に

供用を予定している箇所である。） 
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また、週休２日対象工事（発注者指定方式）3においては、条件明示の

一環として、概略工程表等を入札公告時の参考資料として公表する4こと

とするほか、その他の工事においても公表に努める。 

 

（2） 施工段階 

1） 工事工程クリティカルパスの共有 

土木工事は、気象条件、地形条件、地域条件等の異なる状況下で現場

において実施されるものである。そのため、当初想定した条件下での工

程が、当初予期し得なかった種々の要因により遅れが生じたり、中断が

必要になったりすることがある。 

そのうち、受注者の責によらない場合は、受発注者間で協議のうえ、

適切に必要な日数を延期する必要がある。協議を円滑に実施するため、

原則すべての工事において、工事工程クリティカルパスを受発注者間で

共有し、工程に影響する事項がある場合には、その事項の処理対応者を

明確にするものとする。 

 

＜工事工程クリティカルパスの共有方法＞ 

円滑な協議を行うため、施工当初（準備期間内）において工事工程（特

にクリティカルパス）と関連する案件の処理期限等（誰がいつまでに処

理し、どの作業と関連するのか）について、受発注者で共有するものと

する。 

工事工程は、発注時の設計図書や発注者から明示される事項を踏まえ、

受注者が作成することとし、その旨、特記仕様書等に明示するものとす

る。 

工事工程の共有にあたっては、必要に応じて下請け業者（専門工事業

者等の技術者等）も含めるなど、共有する工程が現場実態にあったもの

となるよう配慮するものとする。 

また、工期全体にわたって工事工程の共有を円滑に実施するために、

共有にあたっては原則、情報共有システム（ASP）の機能を活用するもの

とし、受注者が作成した工事工程については、成果物として電子データ

で納品を受けるものとする。 

 

 

                         
3 受注者が週休２日に取り組むことを、発注者が指定する方式 
4 概略工程表のほか、工期に関する条件明示に資する資料についても公表を検

討する。（条件チェックシート等） 



12 

 

2） 工期の変更 

工程に変更が生じた場合には、その要因と変更後の工事工程につい

て受発注者間で共有するものとする。 

工程の変更理由が、たとえば以下①～⑤に示すような受注者の責に

寄らない場合は、適切に工期の変更を検討するものとする。なお、個別

の工事における、工期変更の判断については、設計変更ガイドラインを

踏まえ、適切に行うこととする。また、工期が翌年度に渡ることとなっ

たときは、繰越等の手続きを行うものとする。 

① 受発注者間で協議した工事工程の条件に変更が生じた場合 

② 著しい悪天候により作業不稼働日が多く発生した場合 

③ 工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた場合 

④ 資機材や労働需要のひっ迫により、全体工程に影響が生じた場合 

⑤ その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合 

 

 

【特記仕様書の記載例】 

第○条 工事工程の共有 

 

受注者は、現場着手前（準備期間内）に設計図書等を踏まえた工事

工程表（クリティカルパスを含む）を作成し、監督職員と共有するこ

と。工程に影響する事項がある場合は、その事項の処理対応者（「発

注者」又は「受注者」）を明確にすること。 

施工中に工事工程表のクリティカルパスに変更が生じた場合は、適

切に受発注者間で共有することとし、受注者は工程の変更理由が以下

の①～⑤に示すような受注者の責によらない場合は、工期の延期が可

能となる場合があるので協議すること。 

①受発注者間で協議した工事工程の条件に変更が生じた場合 

②著しい悪天候により作業不稼働日が多く発生した場合 

③工事中止や工事一部中止により全体工程に影響が生じた場合 

④資機材や労働需要のひっ迫により、全体工程に影響が生じた場合 

⑤その他特別な事情により全体工程に影響が生じた場合 

 

なお、工事工程の共有を円滑に実施するために、共有にあたっては

原則、情報共有システム（ASP）の機能を活用するものとする。また、

受注者が作成した工事工程については、成果物として電子データで納

品を受けるものとする。 
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3） 工期変更に伴う間接工事費の変更 

受注者の責に寄らない理由による工期延期を協議する際には、あわせ

て、請負契約額の変更について協議を行う。請負契約額の変更について

は「工事における工期の延長等に伴う増加費用の積算方法について」（令

和２年２月 13 日付け、国官技第 346 号）に基づき、適切に積算を行う。

なお、個別の工事における、請負契約額の変更の判断については、設計

変更ガイドラインを踏まえ、適切に行うこととする。 

 

（3） 工事完成後 

1） 実績工事工程の収集 

成果物として納品を受けた工事工程については、国土技術政策総合研

究所へ送付する。 



別紙 
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工種区分の直轄工事費と実工期の相関分布 
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実
工
期

(

日)

LOG直接工事費

直接工事費と契約工期の相関分布【河川工事】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰
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LOG直接工事費

直接工事費と契約工期の相関分布【河川・道路構造物工事】
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5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰
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直接工事費と契約工期の相関分布【鋼橋架設工事】

5ヶ年（H27-R1竣工）実工期回帰
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直接工事費と契約工期の相関分布【ＰＣ橋工事】

5ヶ年（H27-R1竣工）実工期回帰
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直接工事費と契約工期の相関分布【舗装工事（新設）】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰
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5ヶ年（H27-R1竣工）実工期回帰

100万 1千万 1億 10億 100億
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1200

実
工
期

(

日)

LOG直接工事費

直接工事費と契約工期の相関分布【砂防・地すべり等工事】

5ヶ年（H27-R1竣工）実工期回帰

100万 1千万 1億 10億 100億
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400

600

800

1000

1200

実
工
期

(

日)

LOG直接工事費

直接工事費と契約工期の相関分布【公園工事】

5ヶ年（H27-R1竣工）実工期回帰
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直接工事費と契約工期の相関分布【電線共同溝工事】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰
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直接工事費と契約工期の相関分布【橋梁保全工事】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰

100万 1千万 1億 10億 100億
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(

日)

LOG直接工事費

直接工事費と契約工期の相関分布【道路維持工事】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰

100万 1千万 1億 10億 100億
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直接工事費と契約工期の相関分布【河川維持工事】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰
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直接工事費と契約工期の相関分布【下水道工事（１）】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰

100万 1千万 1億 10億 100億
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【標準工期試算式（参考値）】 

Ｔ＝Ａ×Ｐｂ 

Ｔ ： 工期、 

Ｐ ： 直接工事費、 

Ａ、b ： 係数（上表による） 
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1000

1200

実
工
期

(

日)

LOG直接工事費

直接工事費と契約工期の相関分布【下水道工事（２）】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰

100万 1千万 1億 10億 100億
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(
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LOG直接工事費

直接工事費と契約工期の相関分布【下水道工事（３）】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰
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0

200

400

600

800

1000

1200

実
工
期

(

日)

LOG直接工事費

直接工事費と契約工期の相関分布【下水道工事（４）】

5ヶ年（H27-R1竣工） 実工期回帰

100万 1千万 1億 10億 100億
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1200

実
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(
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LOG直接工事費

直接工事費と契約工期の相関分布【舗装工事】

5ヶ年（H27-R1竣工）実工期回帰

100万 1千万 1億 10億 100億

工種 A b 

公園工事 20.27 0.1391 

電線共同溝工事 0.01 0.5767 

橋梁保全工事 1.11 0.3056 

道路維持工事 11.60 0.1797 

河川維持工事 14.20 0.1695 

トンネル工事 0.19 0.3974 

下水道工事（１） 0.52 0.3505 

下水道工事（２） 1.94 0.2738 

下水道工事（３） 1.11 0.3119 

下水道工事（４） 0.90 0.3056 

工種 A b 

河川工事 13.31 0.1617 

河川・道路構造物工事 1.04 0.3122 

海岸工事 1.11 0.2962 

道路改良工事 2.23 0.2675 

鋼橋架設工事 12.31 0.1904 

ＰＣ橋工事 0.39 0.3586 

舗装工事 1.68 0.2740 

舗装工事（新設） 7.58 0.1954 

舗装工事（修繕） 0.91 0.3057 

砂防・地すべり等工事 0.44 0.3530 


